

































ていた。しかし、その言葉を用いることにはいささかのためらいを禁じ得ない。できれば当時現地で遣われていた用語法に従いたいと思いつつ、立法過程の記録 当たったが、方や「琉球」 「沖縄」 、また一方には「本土」 「内地」 「日本」などの表現が混在 遣い分けの基準は見い出せなかった。迷った末、本稿においては原則として「沖縄」 「本土」と呼ぶほか、琉球立法院で制定された消防組織法を「琉球消組法」 、一九四七（昭和二二）年一二月二三日に国会で制定された消防組織法（ 律第二二六号）を「本土消組法」と便宜上記すことにした。　
琉球消組法は、制定されてからすでに一五年近く経過した本土消組法を「輸入」したものであるが、当然のことな



























　「消防隊に関する法」は、 「第一章総則」 「第二章群島政府の消防機関」 「第三章市町村の消防機関」 「第四章雑則」の四章で構成されている。本土消組法は、二〇〇六（平成一八）年六月一四日の改正（法律第六四号）まで
「第一章総則」 「第二章国家機関」 「第三章自治体の機関」 「第四章雑則」という構成であったので、この大枠については極めて似ている。　
しかし、本土においては、ＧＨＱの一連の民主化政策の流れに乗って警察機構が解体され、本土消組法を通じて市
町村を主体とする消防行政の確立が進めら たのに反し、当時の沖縄ではなお消防は警察の一部門に置かれ さらにその全体が米軍政府の下に統治されていた。 こで、大きな枠の外見は類似していても、その内側は全く異なる様相を呈していた。　
第一章では、消防隊の定義（第一条）とその任務（第二条）が規定されている。












（第七条） 。消防課長は、軍政府布令に基づいて各群島政府の警察長に任命され（第四条） 、消防係主任は各地区警察署長に選任される（第七条） 。　
消防課長の主たる任務は第四条に列記さ るほか第五条 示され、消防係主任の任務は第七条から第一〇条に規定








































































































三月にはジョン・Ｆ・ケネディ大統領が沖縄を日本の一部と認め 沖縄新政策を発表するなど本国政府の姿勢の変化に、沖縄 おける復帰運動にも弾みがついた。しか そ 反面、現地米軍の姿勢はまた別で、琉球列島高等弁務官ポール・Ｗ・キャラウェイ陸軍中将によるいわゆるキャラウェイ旋風が巻き起こり始める難しい政治状況にあった。そうしたなか 「消防隊に関する法」は制定から一〇年を過ぎ、米国民政府下の群島政府が廃止されるなどの組織改編も含め、消防行政ないし警察制度をめぐる状況も変化し 実態にそぐわない面もさまざまに現れ いた。　
この間にも市町村行政はさまざまな発展を遂げ、市町村消防の制度を名実共に確立することで消防の力を充実させ
















































　「国民」→「住民」 、 「法律」→「立法」 、 「消防庁」→「警察局」 、 「消防庁長官」→「警察局長」 、 「都道府県」→







































































































































































が多くなった。そこで、ここからは①から⑤に加えて、⑥政治的行為の制限、争議行為等の禁止および職員団体の結成加入の禁止のそれぞれを同一に論じて良 かどうかと うことも論点として考えることが きよう。　
下里委員長は弁護士でもあり、労働関係法規とそ 運用に詳しかった。消防職員の労働基本権を制限する規定をこ






























その意見として語り始めたのは 消防職員の労働基本権についてであった。個人的見解と断 な らも彼は「消防



























察が「監督権」を有するなどという言葉が飛び出し、さらにその「監督権」 つい 話 まったく噛み合わなかった。　
結局、消防職員の労働基本権については、③消防職員の職務は警察職員と同様 特殊性 有するかど か、および
















えば消防職員が負傷もしく 疾病にかかった場合の補償 すなわち公務災害補償を想起すると、消防職員に対して労働基準法の適応を除外すること 難しい、とも考えを巡らせていた。　
やはり弁護士でもある知念朝功議員も「日本ならば憲法に違反して、その点から法律は無効になる。憲法違反の法
































































なお、委員 中でも知念朝功議員は、 「これに代わるべきもの」にこだわり、その意味を尋ねた。する 上江洲課















もっとも、当時実施されていた消防職員および消防団 訓練は、 「消防隊に関する法」 基づいて実施されてい
























































































































































































































































































































































































































知念朝功議員の発言、 『第十九回 会（定例）立法院行政法務 会議録
　
第四十七号』一九六二年五月三日、一頁。
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第五十二号』一九六二年五月一〇日、一頁。
（
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同前。
琉球立法院消防組織法の沿革（宮﨑）

六九
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同会議録、四～五頁。
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